
運賃の改定時期等検討ワーキンググループ最終報告について 

2019年 12月 20日 

富  山  県 

あいの風とやま鉄道㈱ 

 標記のワーキンググループでは、富山県並行在来線経営計画概要で 2020 年春とされて

いる、あいの風とやま鉄道の運賃の改定時期について改めて検討を行い、去る６月、その

基本的方向性を中間報告として取りまとめました。 

 その後、①最終的な運賃改定の時期についての検討の進め方や、②経営安定基金につい

ても検討を行い、今般、最終報告として取りまとめました。 

＜ワーキンググループについて＞ 

〇構成メンバー 

  ・市町村、経済団体、県、あいの風とやま鉄道㈱の担当課長、事務局長等 

  ・座長：県総合交通政策室長           

〇会議開催経過等 

2019 年 2月 20日 第１回ワーキンググループ開催 

5 月 27日 第２回ワーキンググループ開催 

      6月 14日 利用促進協議会に中間報告（運賃の改定時期に係る基本的方向性） 

          11月 22 日 第３回ワーキンググループ開催 

       12月 20 日 利用促進協議会に最終報告 

＜最終報告のポイント＞  ※最終報告書は別添のとおり 

１．運賃の改定時期に係る基本的方向性について ・・・ 中間報告 

〇経営計画概要で想定されている 2020 年春の運賃改定は実施しない。 

  〇運賃改定の時期は、当面 2022 年春又は 2023 年春を目途とするが、今後の収支の状

況や隣県会社の動向なども踏まえて引き続き検討を行う。 

２．最終的な運賃改定の時期についての検討の進め方について 

〇運賃改定の時期については、あいの風とやま鉄道が今後策定する新しい経営計画を

検討する中で併せて検討し、最終的に決定する。 
 ※運賃改定の時期を判断するにあたっては、将来の収支を適切に見込む必要がある。現在の経営計画

概要の収支見込みは 2025 年度までであり、実績とのズレも生じていることから、今後、2026 年度
以降を含めた新しい経営計画の策定に向けた検討を始める必要がある。 

〇新しい経営計画について協議するため、本ワーキンググループを発展的に解消し、

例えば「新たな経営計画検討ワーキンググループ」として、2020年度から検討を開

始する。   

 

※新たな経営計画における収支見込みの期間のイメージ
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３．並行在来線経営安定基金について 

  〇「運賃の改定時期」に関連する事項として、あいの風とやま鉄道の安定経営に不可

欠な経営安定基金に関し、「新たな経営計画検討ワーキンググループ」において、次

の３点について検討する。 

（１）今後の収支見込みを踏まえた基金補助金計画額の見直しの必要性について 

（２）各年度の基金補助金に残余が生じた場合の残余分の活用策について 

（３）2026年度以降の経営安定基金の取り扱いについて 

〇具体的には、次の方向で検討する。 

（１）基金補助金計画額（2025年度まで）の見直しについて 

・これまでの実績や今後の収支見込みの試算を踏まえると、今後、各年度の基金

補助金計画額（減収補填分）を見直しを検討する必要性はあると考えられるこ

とから、2020年度から新しい経営計画の検討と併せて検討する。 

    ・併せて、基金補助金計画額（開業後投資分）についても、開業後の経営環境の

変化等を踏まえ、更なる安全対策や利便性向上を図る観点から、今後どのよう

な投資が必要かを新しい経営計画を検討する中で検討する。 

 

（２）基金補助金に残余が生じた場合の残余分の活用策について 

    ・各年度の決算の結果、基金補助金に残余が生じた場合、その活用については、

これまで次のとおり対応してきている。 

①  2014、2015 年度の残余分約５億円は「災害に備えた安全対策費」として

基金内に留保し、将来の赤字補填にも活用 

②  2016 年度以降、残余が発生した場合は、利用促進協議会の了承を得て、

その全部又は一部を利用者の利便性向上等のために活用 

    ・今後、基金補助金計画額を見直すこととして、それでも仮に残余が生じた場合

は、これまでと同様、利用者の利便性向上や安全対策に資する事業があれば、

利用促進協議会の了承を得て活用することとし、それ以外は基金内に留保する

方向で検討する。 

 

（３）2026年度以降の経営安定基金の取り扱いについて 

    ・経営計画概要の対象は 2025 年度までであり、2026 年度以降の鉄道運営会社の

経営安定化対策（基金支援）は未定であるが、今後5年先、10年先の会社収支

は、運賃改定を行ったとしても、人口減少に伴う利用者の減や減価償却費の増

などにより今より悪化する恐れが強く、2026年度以降も基金支援は必要と考え

られる。 

    ・このため、新しい経営計画（期間は2021～2030年度を想定）を検討する中で、

2025 年度までの基金補助金計画の見直しとともに、2026 年度以降の基金補助

金計画についても検討する。 


